
（単位：円）

変更区分 事業区分 事業名 補助金額

追加
経営相談支援事
業

1,506,381

廃止 地域活性化事業
求人・求職マッチング
（河内長野市商工会幹事）

▲ 496,381

廃止 地域活性化事業 富田林まちゼミ事業 ▲ 1,010,000

※変更区分には、「追加」、「廃止」、「変更」、「未実施」のいずれかを選択してください。 0

新型コロナウイルス感染拡大防止による事業の中止のため

富田林商工会

令和２年度（2020年度）　商工会等事業変更概要書（3回目以降）

１．事業変更一覧

新型コロナウイルス感染拡大防止による事業の中止のため

支援件数が増加したため

変更の理由



２．経費支出概要書（経費内訳）
（１）経営相談支援事業 （単位：円）

事業所数/回数 補助金額 事業所数/回数 補助金額 算定基準 補助金額

321 8,025,000 341 8,525,000 500,000

2 20,000 2 20,000 0

1 30,000 2 60,000 30,000

136 5,440,000 149 5,960,000 520,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

27 675,000 27 675,000 0

43 860,000 51 1,020,000 160,000

8 160,000 8 160,000 0

0 0 0 0 0

42 840,000 42 840,000 0

17 850,000 18 900,000 50,000

0 0 0 0 0

28 560,000 28 560,000 0

58 1,160,000 60 1,200,000 40,000

1 10,000 1 10,000 0

6 60,000 6 60,000 0

16 320,000 18 360,000 40,000

0 0 0 0 0

1 20,000 1 20,000 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

321 3,210,000 341 3,410,000 200,000

― 22,240,000 22,240,000 ― 23,780,000 23,746,381 1,540,000 1,506,381

（２）専門相談支援事業

支援日数 補助金額 支援日数 補助金額 算定基準 補助金額

91 2,184,000 91 2,184,000 0

40 960,000 40 960,000 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

― 3,144,000 3,144,000 ― 3,144,000 3,144,000 0 0

（３）地域活性化事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

14,829,631 13,323,250 -1,506,381

（4）商工会等支援事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

1,335,550 1,335,550 0

（５）合計

補助金額

0

債権保全計画作成支援

富田林商工会

区　　　分
変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

変更後

労務支援

人材育成計画作成支援

マル経融資等の返済条件緩和支援

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

フォローアップ支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

財務分析支援

５Ｓ支援

差額

算定基準

小     計

算定基準

事業承継支援

災害時対応支援

マーケティング力向上支援

事業計画作成支援

創業支援

ＩＴ化支援

結果報告

販路開拓支援

事　業　名
変更前

金融相談専門員

経営相談

小　　計

※支援日数×24,000円。ただし、記帳支援のために税理士を活用する場合、事業所数×26,000円

変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

差額

補助金額 補助金額

変更前 変更後

申　請　合　計 41,549,181 41,549,181



○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業調書【変更前】 富田林商工会

事業名 富田林まちゼミ事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

富田林市内においては、人口減少や経済活動の縮小など地域の課題と呼ばれるものが多く存在
している。また、小規模事業者においても大型店舗の出店や後継者不足など課題が山積してお
り、事業を継続していくことが困難になってきているのが現状である。商店会においても同様
であり、空き店舗が増加し、会員数も減少傾向にある中で独自で事業を実施し、地域の活性化
をにつなげることが難しくなってきている。そこで、大型店舗ではできない個人商店や商店会
ならではの魅力を発信し、消費者への認知度を上げ、地域に足を運んでもらえる仕組み作りを
促進することで、新規の顧客獲得、販路の拡大に繋げることができるような仕組み作りを目指
す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

富田林市内の小規模事業者を対象とする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

管内小規模事業者から地域の商店等が新しい情報発信を行い、消費者にアピールでき
る機会を作って欲しいとの要望があったため。

想定する実施期間 H30 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

開催日：令和２年２月1日（土）から2９日（土）の１ヶ月間
開催場所：富田林市市内
開催内容：店主が講師となって専門知識やコツ、お得な情報を教えてもらえる少人数
制のゼミ。
参加企業数：１７社（うち商店会7店舗）

反省点
事業の趣旨や内容を周知することができず、参加店を集めることが難しかった。今年
度はより計画的に事業を推進していく必要がある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・

どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
地域内はもちろんのこと地域外からの来店者を促進し、地域内外の資金を循環させる
仕組みを作り上げ、販売促進活動を推進する。
①とんだばやしまちゼミ事業
開催日：令和3年2月を予定
開催場所：富田林市内
開催内容：地域内事業者が講師となりお店ならではの知識や情報を消費者に提供し、
販売促進につなげる。
参加店舗：地域事業者（業種は問わない）
※今年度より、地域住民団体や空き店舗を管理しているNPO法人等と連携することに
より、地域や商店街の魅力を発信するとともに、地域ニーズに沿った事業展開を実施
することで、活性化につなげる。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携商１１番　大阪府と連携を図りながら事業を企画、運営、実施する。
(c)富田林市と連携し効果的なＰＲを行うとともに各行政の施策等を促進することがで
きる。
(d)カルテ化事業者の地域活性化事業への参加促進や地域活性化事業参加事業者をカル
テ化することによる効率的な支援を行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

（設定根拠）まちゼミ事業に興味がある事業者（事業実施アンケー
トをもとに設定）
（募集方法）市発行の広報及び商工会HP、広報誌等での参加店舗の
募集。20

支援対象企業の
変化

参加事業所の知名度向上に伴う販路拡大、新規顧客の開拓。

指標
事業を実施したことにより販路の拡大、新規顧客
の獲得につながったと回答した割合

数値目標 70%

その他目標値
目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 0 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

0

1,010,000

0

1,010,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 20 1.00 1,010,000

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,010,000 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,010,000 1.00



○ (a)府施策連携 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業調書【変更後】 富田林商工会

事業名 富田林まちゼミ事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

富田林市内においては、人口減少や経済活動の縮小など地域の課題と呼ばれるものが多く存在
している。また、小規模事業者においても大型店舗の出店や後継者不足など課題が山積してお
り、事業を継続していくことが困難になってきているのが現状である。商店会においても同様
であり、空き店舗が増加し、会員数も減少傾向にある中で独自で事業を実施し、地域の活性化
をにつなげることが難しくなってきている。そこで、大型店舗ではできない個人商店や商店会
ならではの魅力を発信し、消費者への認知度を上げ、地域に足を運んでもらえる仕組み作りを
促進することで、新規の顧客獲得、販路の拡大に繋げることができるような仕組み作りを目指
す。

支援する対象
（業種・事業所数等）

富田林市内の小規模事業者を対象とする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

管内小規模事業者から地域の商店等が新しい情報発信を行い、消費者にアピールでき
る機会を作って欲しいとの要望があったため。

想定する実施期間 H30 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

開催日：令和２年２月1日（土）から2９日（土）の１ヶ月間
開催場所：富田林市市内
開催内容：店主が講師となって専門知識やコツ、お得な情報を教えてもらえる少人数
制のゼミ。
参加企業数：１７社（うち商店会7店舗）

反省点
事業の趣旨や内容を周知することができず、参加店を集めることが難しかった。今年
度はより計画的に事業を推進していく必要がある。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・

どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
地域内はもちろんのこと地域外からの来店者を促進し、地域内外の資金を循環させる
仕組みを作り上げ、販売促進活動を推進する。
①とんだばやしまちゼミ事業
開催日：令和3年2月を予定
開催場所：富田林市内
開催内容：地域内事業者が講師となりお店ならではの知識や情報を消費者に提供し、
販売促進につなげる。
参加店舗：地域事業者（業種は問わない）
※今年度より、地域住民団体や空き店舗を管理しているNPO法人等と連携することに
より、地域や商店街の魅力を発信するとともに、地域ニーズに沿った事業展開を実施
することで、活性化につなげる。
新型コロナウイルス感染症の影響、拡大を想定し事業を中止した。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携商１１番　大阪府と連携を図りながら事業を企画、運営、実施する。
(c)富田林市と連携し効果的なＰＲを行うとともに各行政の施策等を促進することがで
きる。
(d)カルテ化事業者の地域活性化事業への参加促進や地域活性化事業参加事業者をカル
テ化することによる効率的な支援を行う。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

（設定根拠）まちゼミ事業に興味がある事業者（事業実施アンケー
トをもとに設定）
（募集方法）市発行の広報及び商工会HP、広報誌等での参加店舗の
募集。20

支援対象企業の
変化

参加事業所の知名度向上に伴う販路拡大、新規顧客の開拓。

指標
事業を実施したことにより販路の拡大、新規顧客
の獲得につながったと回答した割合

数値目標 70%

その他目標値
目標値の内容⇒



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 0 (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

0

0

0

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 0 1.00 0

0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

0 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

【備考】
新型コロナウイルス感染症の影響、拡大を想定し事業を中止

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

0 1.00



理　　　由

【変更の経過と理由】
事業実施を令和3年2月に予定していたが、新型コロナウイルスの感染拡大を想定し、参
加予定事業者等と意見交換を実施した結果、事業者、参加者とも完全な安全確保ができな
いと判断したことにより事業を中止した。

【支援効果】

【今後の改善方策】

【経費内訳】

小規模事業経営支援事業　地域活性化事業　変更理由書

富田林商工会

事業名 富田林まちゼミ事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

20
支援企業
数(実績)

0
支援

実績率
0.0%

【参 考】
参加者数

　



○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】 河内長野市商工会

事業名 求人・求職マッチング事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪の有効求人倍率は1.78倍だが、25～29歳で1.49倍、45～49歳では1.18倍と厳
しい。特に、福祉・介護事業の充足率は8.6％と深刻な人手不足が続いている。
当地域の有効求人倍率は0.84倍（45～64歳は0.64倍）で、中高齢の就職件数も府下
では少ないため、雇用のミスマッチを解消することが課題である。
本事業は地域労働ネットワーク事業として、若者・中高年齢者等を広く対象とした求人
企業と働く意欲のある求職者をマッチングし、採用件数の増加を目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

ハローワーク河内長野管内の求人企業および就職困難者等を対象とする。
{若者・中高年齢者等の在職者や採用が多い企業および業種（介護関連に注力）}

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

前年実施した同マッチング事業参加企業へのアンケートや聴取りで、「年齢層（若者・中
高年齢者）や職種別での実施」、「次回開催時も参加したい」との要望が大半であった。
特に介護関連の企業は複数回の開催希望が多かった。

想定する実施期間 27 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

参加企業：下記【1】面談会15社・施設見学会10社、【２】10社
参加者：下記【1】98人、【２】78人
採用者：下記【1】14人、【２】5人

反省点
次年度はさらに面談を受けやすいように、スタッフはおもてなしの姿勢を徹底する。
参加者を増やすためハローワーク各課との連携を密にする。広報誌やWebでの告知の
強化。各種相談コーナーの充実。開催日や実施回数を検討する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・

どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
日時・場所
【１】５月、７月、11月　・ 場所：ハローワーク河内長野
【２】９月　・場所：すばるホ－ル

内容
【１】①業種別（介護・福祉）合同企業面接会　②福祉の仕事相談会　③施設見学
【２】①合同企業面接会と企業紹介コーナー　②中高年齢者就業相談　③シルバー人材セ
ンター就業相談　④ハローワークの就職活動相談　⑤ひとり親家庭生活相談　⑥障がい者
就業相談　⑦若者の就労相談　⑧総合生活相談　⑨労働相談　⑩社会保険・労働保険相談
⑪シニアお仕事説明会　⑫働くことＱ＆Ａコーナー

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労9番
若者・中高年齢者等の求人企業（上記【１】は介護・福祉関連）と求職者を発掘し、合同面接
会や相談会、施設見学会を実施する。周知に注力する（各市町村・府総合労働事務所・関係機
関・開催会場の広報誌やＷｅｂサイトに掲載、ポスター・チラシの作成、ハローワーク内に介
護の求人特設コーナーを設置）。ハローワーク同管内の３市２町１村行政・３商工会、労働事
務所南大阪センター、ハローワークが広域連携する。面談会直前に施設見学も実施し事業を充
実させる。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 設定根拠…前回実施の合同面接会および施設見学会に参加した企業数

募集方法…求人情報、広報誌、チラシ、ポスター、Webサイト、メール等
配分：河内長野市商工会11社、富田林商工会10社、大阪狭山市商工会9社30

支援対象企業の
変化

意欲のある求職者の採用で人手不足を解消し、経営の安定と改善を図る。
求人活動等する中で労務管理等の知識を習得でき、法令遵守や情報収集にもつながる。

指標 採用者数 数値目標 12人

その他目標値
目標値の内容⇒

本事業への参加者見込み数（＝前回の実績）
176



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

0

1,567,520

0

1,567,520

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

40,400 30 1.00 1,212,000

40,400 176 0.05 355,520
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

1,567,520 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

446,743

【備考】別添資料：「大阪労働局の労働市場月報（令和元年12月号）の ５ 年齢別常用求人･求職･就職状況、
２-(3) 産業別新規求人及び充足状況、２-(1) 月別・安定所別求人状況、 ３ 中高年齢者職業紹介状況」
「ハローワーク河内長野管内の有効求人倍率等の推移」

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

河内長野市商工会 624,396 河内長野市商工会は中核団体として企画
運営等を調整する。（支援企業数割り）

富田林商工会 496,381

大阪狭山市商工会

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

1,567,520 1.00













○

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】 河内長野市商工会

事業名 求人・求職マッチング事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのよ
うな状態にしたいか）

大阪の有効求人倍率は1.78倍だが、25～29歳で1.49倍、45～49歳では1.18倍と厳
しい。特に、福祉・介護事業の充足率は8.6％と深刻な人手不足が続いている。
当地域の有効求人倍率は0.84倍（45～64歳は0.64倍）で、中高齢の就職件数も府下
では少ないため、雇用のミスマッチを解消することが課題である。
本事業は地域労働ネットワーク事業として、若者・中高年齢者等を広く対象とした求人
企業と働く意欲のある求職者をマッチングし、採用件数の増加を目的とする。

支援する対象
（業種・事業所数等）

ハローワーク河内長野管内の求人企業および就職困難者等を対象とする。
{若者・中高年齢者等の在職者や採用が多い企業および業種（介護関連に注力）}

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

前年実施した同マッチング事業参加企業へのアンケートや聴取りで、「年齢層（若者・中
高年齢者）や職種別での実施」、「次回開催時も参加したい」との要望が大半であった。
特に介護関連の企業は複数回の開催希望が多かった。

想定する実施期間 27 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

参加企業：下記【1】面談会15社・施設見学会10社、【２】10社
参加者：下記【1】98人、【２】78人
採用者：下記【1】14人、【２】5人

反省点
次年度はさらに面談を受けやすいように、スタッフはおもてなしの姿勢を徹底する。
参加者を増やすためハローワーク各課との連携を密にする。広報誌やWebでの告知の
強化。各種相談コーナーの充実。開催日や実施回数を検討する。

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・

どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型 日時・場所
【１】５月、７月、11月　・ 場所：ハローワーク河内長野
【２】９月　・場所：すばるホ－ル

内容
【１】①業種別（介護・福祉）合同企業面接会　②福祉の仕事相談会　③施設見学
【２】①合同企業面接会と企業紹介コーナー　②中高年齢者就業相談　③シルバー人材セ
ンター就業相談　④ハローワークの就職活動相談　⑤ひとり親家庭生活相談　⑥障がい者
就業相談　⑦若者の就労相談　⑧総合生活相談　⑨労働相談　⑩社会保険・労働保険相談
⑪シニアお仕事説明会　⑫働くことＱ＆Ａコーナー
　新型コロナウイルス感染症の影響のため、連携市町村の判断により事業を中止した。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

府施策連携労9番
若者・中高年齢者等の求人企業（上記【１】は介護・福祉関連）と求職者を発掘し、合同面接
会や相談会、施設見学会を実施する。周知に注力する（各市町村・府総合労働事務所・関係機
関・開催会場の広報誌やＷｅｂサイトに掲載、ポスター・チラシの作成、ハローワーク内に介
護の求人特設コーナーを設置）。ハローワーク同管内の３市２町１村行政・３商工会、労働事
務所南大阪センター、ハローワークが広域連携する。面談会直前に施設見学も実施し事業を充
実させる。

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ 設定根拠…前回実施の合同面接会および施設見学会に参加した企業数

募集方法…求人情報、広報誌、チラシ、ポスター、Webサイト、メール等
配分：河内長野市商工会11社、富田林商工会10社、大阪狭山市商工会9社30

支援対象企業の
変化

意欲のある求職者の採用で人手不足を解消し、経営の安定と改善を図る。
求人活動等する中で労務管理等の知識を習得でき、法令遵守や情報収集にもつながる。

指標 採用者数 数値目標 12人

その他目標値
目標値の内容⇒

本事業への参加者見込み数（＝前回の実績）
176



円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 ○ (c)市町村連携 ○ (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

0

0

0

0

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

標準事業費

40,400 0 1.00 0

40,400 0 0.05 0
算定基準

（行が足りない場合
は、⇒の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数

0 0

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

0

【備考】別添資料：「大阪労働局の労働市場月報（令和元年12月号）の ５ 年齢別常用求人･求職･就職状況、
２-(3) 産業別新規求人及び充足状況、２-(1) 月別・安定所別求人状況、 ３ 中高年齢者職業紹介状況」
「ハローワーク河内長野管内の有効求人倍率等の推移」

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核
団体またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説
明する代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

河内長野市商工会 0 河内長野市商工会は中核団体として企画
運営等を調整する。（支援企業数割り）

富田林商工会 0

大阪狭山市商工会

算
定
基
準
に
よ
り
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

0 1.00



理　　　由

【変更の経過と理由】
　本事業の実施にあたり、すばるホールおよびハローワーク河内長野の会議室において、
合同面接会を予定していた。
　令和2年10月20日の雇用促進広域連絡協議会の会議で、新型コロナウイルス感染症の
影響のため、連携市町村の判断により開催を中止することとした。

【支援効果】

【今後の改善方策】

【経費内訳】

小規模事業経営支援事業　地域活性化事業　変更理由書

河内長野市商工会

事業名 求人・求職マッチング事業

計画に対する
実績（数値）

支援企業
数(計画)

30
支援企業
数(実績)

0
支援

実績率
0.0%

【参 考】
参加者数

　


